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１．地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号 抄） 

 

第九十六条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。  

一 条例を設け又は改廃すること。  

二 予算を定めること。  

三 決算を認定すること。  

四 法律又はこれに基づく政令に規定するものを除くほか、地方税の賦課徴収又は分担

金、使用料、加入金若しくは手数料の徴収に関すること。  

五 その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める契約を締結するこ

と。  

六 条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段

として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けること。  

七 不動産を信託すること。  

八 前二号に定めるものを除くほか、その種類及び金額について政令で定める基準に従

い条例で定める財産の取得又は処分をすること。  

九 負担付きの寄附又は贈与を受けること。  

十 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、権利

参考４ 
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を放棄すること。  

十一 条例で定める重要な公の施設につき条例で定める長期かつ独占的な利用をさせる

こと。  

十二 普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不服申立て、訴えの提起

（普通地方公共団体の行政庁の処分又は裁決（行政事件訴訟法第三条第二項に規定す

る処分又は同条第三項 に規定する裁決をいう。以下この号、第百五条の二、第百九十

二条及び第百九十九条の三第三項において同じ。）に係る同法第十一条第一項（同法第

三十八条第一項（同法第四十三条第二項において準用する場合を含む。）又は同法第四

十三条第一項において準用する場合を含む。）の規定による普通地方公共団体を被告と

する訴訟（以下この号、第百五条の二、第百九十二条及び第百九十九条の三第三項に

おいて「普通地方公共団体を被告とする訴訟」という。）に係るものを除く。）、和解

（普通地方公共団体の行政庁の処分又は裁決に係る普通地方公共団体を被告とする訴

訟に係るものを除く。）、あつせん、調停及び仲裁に関すること。  

十三 法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること。  

十四 普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の活動の総合調整に関すること。  

十五 その他法律又はこれに基づく政令（これらに基づく条例を含む。）により議会の権

限に属する事項  

２ 前項に定めるものを除くほか、普通地方公共団体は、条例で普通地方公共団体に関す

る事件（法定受託事務に係るものにあつては、国の安全に関することその他の事由によ

り議会の議決すべきものとすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）

につき議会の議決すべきものを定めることができる。 

 

第百四十七条 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体を統轄し、これを代表す

る。 

 

第百四十八条 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の事務を管理し及びこれ

を執行する。 

 

第百五十四条 普通地方公共団体の長は、その補助機関である職員を指揮監督する。 

 

第百九十六条 監査委員は、普通地方公共団体の長が、議会の同意を得て、人格が高潔で、

普通地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有す

る者(以下この款において「識見を有する者」という。)及び議員のうちから、これを選

任する。この場合において、議員のうちから選任する監査委員の数は、都道府県及び前

条第二項の政令で定める市にあつては二人又は一人、その他の市及び町村にあつては一

人とするものとする。 

２～５ （略） 

 

（住民監査請求）  

第二百四十二条 普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共団体の長若しくは委員会
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若しくは委員又は当該普通地方公共団体の職員について、違法若しくは不当な公金の支

出、財産の取得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義

務の負担がある（当該行為がなされることが相当の確実さをもつて予測される場合を含

む。）と認めるとき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管

理を怠る事実（以下「怠る事実」という。）があると認めるときは、これらを証する書面

を添え、監査委員に対し、監査を求め、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは

当該怠る事実を改め、又は当該行為若しくは怠る事実によつて当該普通地方公共団体の

こうむつた損害を補填するために必要な措置を講ずべきことを請求することができる。  

２ 前項の規定による請求は、当該行為のあつた日又は終わつた日から一年を経過したと

きは、これをすることができない。ただし、正当な理由があるときは、この限りでない。  

３ 第一項の規定による請求があつた場合において、当該行為が違法であると思料するに

足りる相当な理由があり、当該行為により当該普通地方公共団体に生ずる回復の困難な

損害を避けるため緊急の必要があり、かつ、当該行為を停止することによつて人の生命

又は身体に対する重大な危害の発生の防止その他公共の福祉を著しく阻害するおそれが

ないと認めるときは、監査委員は、当該普通地方公共団体の長その他の執行機関又は職

員に対し、理由を付して次項の手続が終了するまでの間当該行為を停止すべきことを勧

告することができる。この場合においては、監査委員は、当該勧告の内容を第一項の規

定による請求人（以下本条において「請求人」という。）に通知し、かつ、これを公表し

なければならない。  

４ 第一項の規定による請求があつた場合においては、監査委員は、監査を行い、請求に

理由がないと認めるときは、理由を付してその旨を書面により請求人に通知するととも

に、これを公表し、請求に理由があると認めるときは、当該普通地方公共団体の議会、

長その他の執行機関又は職員に対し期間を示して必要な措置を講ずべきことを勧告する

とともに、当該勧告の内容を請求人に通知し、かつ、これを公表しなければならない。  

５ 前項の規定による監査委員の監査及び勧告は、第一項の規定による請求があつた日か

ら六十日以内にこれを行なわなければならない。  

６ 監査委員は、第四項の規定による監査を行うに当たつては、請求人に証拠の提出及び

陳述の機会を与えなければならない。  

７ 監査委員は、前項の規定による陳述の聴取を行う場合又は関係のある当該普通地方公

共団体の長その他の執行機関若しくは職員の陳述の聴取を行う場合において、必要があ

ると認めるときは、関係のある当該普通地方公共団体の長その他の執行機関若しくは職

員又は請求人を立ち会わせることができる。  

８ 第三項の規定による勧告並びに第四項の規定による監査及び勧告についての決定は、

監査委員の合議によるものとする。  

９ 第四項の規定による監査委員の勧告があつたときは、当該勧告を受けた議会、長その

他の執行機関又は職員は、当該勧告に示された期間内に必要な措置を講ずるとともに、

その旨を監査委員に通知しなければならない。この場合においては、監査委員は、当該

通知に係る事項を請求人に通知し、かつ、これを公表しなければならない。  

 

（住民訴訟）  
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第二百四十二条の二 普通地方公共団体の住民は、前条第一項の規定による請求をした場

合において、同条第四項の規定による監査委員の監査の結果若しくは勧告若しくは同条

第九項の規定による普通地方公共団体の議会、長その他の執行機関若しくは職員の措置

に不服があるとき、又は監査委員が同条第四項の規定による監査若しくは勧告を同条第

五項の期間内に行わないとき、若しくは議会、長その他の執行機関若しくは職員が同条

第九項の規定による措置を講じないときは、裁判所に対し、同条第一項の請求に係る違

法な行為又は怠る事実につき、訴えをもつて次に掲げる請求をすることができる。  

一 当該執行機関又は職員に対する当該行為の全部又は一部の差止めの請求  

二 行政処分たる当該行為の取消し又は無効確認の請求  

三 当該執行機関又は職員に対する当該怠る事実の違法確認の請求  

四 当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方に損害賠償又は不当利得返還

の請求をすることを当該普通地方公共団体の執行機関又は職員に対して求める請求。

ただし、当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方が第二百四十三条の二

第三項の規定による賠償の命令の対象となる者である場合にあつては、当該賠償の命

令をすることを求める請求  

２  前項の規定による訴訟は、次の各号に掲げる期間内に提起しなければならない。  

一 監査委員の監査の結果又は勧告に不服がある場合は、当該監査の結果又は当該勧告

の内容の通知があつた日から三十日以内  

二 監査委員の勧告を受けた議会、長その他の執行機関又は職員の措置に不服がある場

合は、当該措置に係る監査委員の通知があつた日から三十日以内  

三 監査委員が請求をした日から六十日を経過しても監査又は勧告を行なわない場合は、

当該六十日を経過した日から三十日以内  

四 監査委員の勧告を受けた議会、長その他の執行機関又は職員が措置を講じない場合

は、当該勧告に示された期間を経過した日から三十日以内  

３ 前項の期間は、不変期間とする。  

４ 第一項の規定による訴訟が係属しているときは、当該普通地方公共団体の他の住民は、

別訴をもつて同一の請求をすることができない。  

５ 第一項の規定による訴訟は、当該普通地方公共団体の事務所の所在地を管轄する地方

裁判所の管轄に専属する。  

６ 第一項第一号の規定による請求に基づく差止めは、当該行為を差し止めることによつ

て人の生命又は身体に対する重大な危害の発生の防止その他公共の福祉を著しく阻害す

るおそれがあるときは、することができない。  

７ 第一項第四号の規定による訴訟が提起された場合には、当該職員又は当該行為若しく

は怠る事実の相手方に対して、当該普通地方公共団体の執行機関又は職員は、遅滞なく、

その訴訟の告知をしなければならない。  

８ 前項の訴訟告知は、当該訴訟に係る損害賠償又は不当利得返還の請求権の時効の中断

に関しては、民法第百四十七条第一号 の請求とみなす。  

９ 第七項の訴訟告知は、第一項第四号の規定による訴訟が終了した日から六月以内に裁

判上の請求、破産手続参加、仮差押若しくは仮処分又は第二百三十一条に規定する納入

の通知をしなければ時効中断の効力を生じない。  
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１０ 第一項に規定する違法な行為又は怠る事実については、民事保全法（平成元年法律

第九十一号）に規定する仮処分をすることができない。  

１１ 第二項から前項までに定めるもののほか、第一項の規定による訴訟については、行

政事件訴訟法第四十三条の規定の適用があるものとする。  

１２ 第一項の規定による訴訟を提起した者が勝訴（一部勝訴を含む。）した場合において、

弁護士又は弁護士法人に報酬を支払うべきときは、当該普通地方公共団体に対し、その

報酬額の範囲内で相当と認められる額の支払を請求することができる。  

 

（訴訟の提起）  

第二百四十二条の三 前条第一項第四号本文の規定による訴訟について、損害賠償又は不

当利得返還の請求を命ずる判決が確定した場合においては、普通地方公共団体の長は、

当該判決が確定した日から六十日以内の日を期限として、当該請求に係る損害賠償金又

は不当利得の返還金の支払を請求しなければならない。  

２ 前項に規定する場合において、当該判決が確定した日から六十日以内に当該請求に係

る損害賠償金又は不当利得による返還金が支払われないときは、当該普通地方公共団体

は、当該損害賠償又は不当利得返還の請求を目的とする訴訟を提起しなければならない。  

３ 前項の訴訟の提起については、第九十六条第一項第十二号の規定にかかわらず、当該

普通地方公共団体の議会の議決を要しない。  

４ 前条第一項第四号本文の規定による訴訟の裁判が同条第七項の訴訟告知を受けた者に

対してもその効力を有するときは、当該訴訟の裁判は、当該普通地方公共団体と当該訴

訟告知を受けた者との間においてもその効力を有する。  

５ 前条第一項第四号本文の規定による訴訟について、普通地方公共団体の執行機関又は

職員に損害賠償又は不当利得返還の請求を命ずる判決が確定した場合において、当該普

通地方公共団体がその長に対し当該損害賠償又は不当利得返還の請求を目的とする訴訟

を提起するときは、当該訴訟については、代表監査委員が当該普通地方公共団体を代表

する。  

 

（職員の賠償責任）  

第二百四十三条の二 会計管理者若しくは会計管理者の事務を補助する職員、資金前渡を

受けた職員、占有動産を保管している職員又は物品を使用している職員が故意又は重大

な過失（現金については、故意又は過失）により、その保管に係る現金、有価証券、物

品（基金に属する動産を含む。）若しくは占有動産又はその使用に係る物品を亡失し、又

は損傷したときは、これによつて生じた損害を賠償しなければならない。次に掲げる行

為をする権限を有する職員又はその権限に属する事務を直接補助する職員で普通地方公

共団体の規則で指定したものが故意又は重大な過失により法令の規定に違反して当該行

為をしたこと又は怠つたことにより普通地方公共団体に損害を与えたときも、また同様

とする。  

一 支出負担行為  

二 第二百三十二条の四第一項の命令又は同条第二項の確認  

三 支出又は支払  
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四 第二百三十四条の二第一項の監督又は検査  

２ 前項の場合において、その損害が二人以上の職員の行為によつて生じたものであると

きは、当該職員は、それぞれの職分に応じ、かつ、当該行為が当該損害の発生の原因と

なつた程度に応じて賠償の責めに任ずるものとする。  

３ 普通地方公共団体の長は、第一項の職員が同項に規定する行為によつて当該普通地方

公共団体に損害を与えたと認めるときは、監査委員に対し、その事実があるかどうかを

監査し、賠償責任の有無及び賠償額を決定することを求め、その決定に基づき、期限を

定めて賠償を命じなければならない。  

４ 第二百四十二条の二第一項第四号ただし書の規定による訴訟について、賠償の命令を

命ずる判決が確定した場合においては、普通地方公共団体の長は、当該判決が確定した

日から六十日以内の日を期限として、賠償を命じなければならない。この場合において

は、前項の規定による監査委員の監査及び決定を求めることを要しない。  

５ 前項の規定により賠償を命じた場合において、当該判決が確定した日から六十日以内

に当該賠償の命令に係る損害賠償金が支払われないときは、当該普通地方公共団体は、

当該損害賠償の請求を目的とする訴訟を提起しなければならない。  

６ 前項の訴訟の提起については、第九十六条第一項第十二号の規定にかかわらず、当該

普通地方公共団体の議会の議決を要しない。  

７ 第二百四十二条の二第一項第四号ただし書の規定による訴訟の判決に従いなされた賠

償の命令について取消訴訟が提起されているときは、裁判所は、当該取消訴訟の判決が

確定するまで、当該賠償の命令に係る損害賠償の請求を目的とする訴訟の訴訟手続を中

止しなければならない。  

８ 第三項の規定により監査委員が賠償責任があると決定した場合において、普通地方公

共団体の長は、当該職員からなされた当該損害が避けることのできない事故その他やむ

を得ない事情によるものであることの証明を相当と認めるときは、議会の同意を得て、

賠償責任の全部又は一部を免除することができる。この場合においては、あらかじめ監

査委員の意見を聴き、その意見を付けて議会に付議しなければならない。  

９ 第三項の規定による決定又は前項後段の規定による意見の決定は、監査委員の合議に

よるものとする。  

１０ 第三項の規定による処分に不服がある者は、都道府県知事がした処分については総

務大臣、市町村長がした処分については都道府県知事に審査請求をすることができる。

この場合においては、異議申立てをすることもできる。  

１１ 前項の規定にかかわらず、第二百四十二条の二第一項第四号ただし書の規定による

訴訟の判決に従い第三項の規定による処分がなされた場合においては、当該処分につい

ては、行政不服審査法 による不服申立てをすることができない。  

１２ 普通地方公共団体の長は、第十項の規定による異議申立てがあつたときは、議会に

諮問してこれを決定しなければならない。  

１３ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から二十日以内に意見を述べなければな

らない。  

１４ 第一項の規定によつて損害を賠償しなければならない場合においては、同項の職員

の賠償責任については、賠償責任に関する民法の規定は、これを適用しない。 
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２．民法（明治二十九年法律第八十九号 抄） 

 

（不法行為による損害賠償） 

第七百九条 故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、

これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

 

 

 

 

３．会社法（平成十七年法律第八十六号 抄） 

 

（取締役会の権限等） 

第三百六十二条 （略） 

２～３ （略） 

４ 取締役会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を取締役に委任すること

ができない。 

 一 重要な財産の処分及び譲受け 

 二 多額の借財 

 三 支配人その他の重要な使用人の選任及び解任 

 四 支店その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

 五 第六百七十六条第一号に掲げる事項その他の社債を引き受ける者の募集に関する重

要な事項として法務省令で定める事項 

 六 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株

式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備 

 七 第四百二十六条第一項の規定による定款の定めに基づく第四百二十三条第一項の責

任の免除 

５ 大会社である取締役会設置会社においては、取締役会は、前項第六号に掲げる事項を

決定しなければならない。 

 

 （計算書類等の作成及び保存） 

第四百三十五条 （略） 

２  株式会社は、法務省令で定めるところにより、各事業年度に係る計算書類（貸借対照

表、損益計算書その他株式会社の財産及び損益の状況を示すために必要かつ適当なもの

として法務省令で定めるものをいう。以下この章において同じ。）及び事業報告並びにこ

れらの附属明細書を作成しなければならない。 

３～４ （略） 
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（計算書類等の監査等） 

第四百三十六条 監査役設置会社（監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨

の定款の定めがある株式会社を含み、会計監査人設置会社を除く。）においては、前条第

二項の計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、法務省令で定めるところに

より、監査役の監査を受けなければならない。 

２～３ （略） 

 

（計算書類等の定時株主総会への提出等） 

第四百三十八条 次の各号に掲げる株式会社においては、取締役は、当該各号に定める計

算書類及び事業報告を定時株主総会に提出し、又は提供しなければならない。 

 一 第四百三十六条第一項に規定する監査役設置会社（取締役会設置会社を除く。） 第

四百三十六条第一項の監査を受けた計算書類及び事業報告 

 二 会計監査人設置会社（取締役会設置会社を除く。） 第四百三十六条第二項の監査を

受けた計算書類及び事業報告 

 三 取締役会設置会社 第四百三十六条第三項の承認を受けた計算書類及び事業報告 

 四 前三号に掲げるもの以外の株式会社 第四百三十五条第二項の計算書類及び事業報

告 

２ （略） 

３ 取締役は、第一項の規定により提出され、又は提供された事業報告の内容を定時株主

総会に報告しなければならない。 

 

（和解） 

第八百五十条 民事訴訟法第二百六十七条の規定は、株式会社が責任追及等の訴えに係る

訴訟における和解の当事者でない場合には、当該訴訟における訴訟の目的については、

適用しない。ただし、当該株式会社の承認がある場合は、この限りでない。 

２ 前項に規定する場合において、裁判所は、株式会社に対し、和解の内容を通知し、か

つ、当該和解に異議があるときは二週間以内に異議を述べるべき旨を催告しなければな

らない。 

３ 株式会社が前項の期間内に書面により異議を述べなかったときは、同項の規定による

通知の内容で株主が和解をすることを承認したものとみなす。 

４ 第五十五条、第百二十条第五項、第四百二十四条(第四百八十六条第四項において準用

する場合を含む。)、第四百六十二条第三項(同項ただし書に規定する分配可能額を超え

ない部分について負う義務に係る部分に限る。)、第四百六十四条第二項及び第四百六十

五条第二項の規定は、責任追及等の訴えに係る訴訟における和解をする場合には、適用

しない。 
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４．会社法施行規則（平成十八年法務省令第十二号 抄） 

 

（業務の適正を確保するための体制）  

第百条 法第三百六十二条第四項第六号に規定する法務省令で定める体制は、次に掲げる

体制とする。  

 一 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

 二 損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

 三 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

 四 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

 五 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制  

２ 監査役設置会社以外の株式会社である場合には、前項に規定する体制には、取締役が

株主に報告すべき事項の報告をするための体制を含むものとする。  

３ 監査役設置会社（監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定め

がある株式会社を含む。）である場合には、第一項に規定する体制には、次に掲げる体制

を含むものとする。  

 一 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項  

 二 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項  

 三 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制  

 四 その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

第百十八条  事業報告は、次に掲げる事項をその内容としなければならない。 

一 当該株式会社の状況に関する重要な事項（計算書類及びその附属明細書並びに連結

計算書類の内容となる事項を  除く。） 

二 法第三百四十八条第三項第四号、第三百六十二条第四項第六号並びに第四百十六条

第一項第一号ロ及びホに規定する体制の整備についての決定又は決議があるときは、

その決定又は決議の内容の概要 

２ （略） 

 

 （監査役の監査報告の内容） 

第百二十九条  監査役は、事業報告及びその附属明細書を受領したときは、次に掲げる事

項（監査役会設置会社の監査役の監査報告にあっては、第一号から第六号までに掲げる

事項）を内容とする監査報告を作成しなければならない。 

 一 監査役の監査（計算関係書類に係るものを除く。以下この款において同じ。）の方法

及びその内容 
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 二 事業報告及びその附属明細書が法令又は定款に従い当該株式会社の状況を正しく示

しているかどうかについ ての意見 

 三 当該株式会社の取締役（当該事業年度中に当該株式会社が委員会設置会社であった

場合にあっては、執行役を含む。） の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しく

は定款に違反する重大な事実があったときは、その事実 

 四 監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由 

 五 第百十八条第二号に掲げる事項（監査の範囲に属さないものを除く。）がある場合に

おいて、当該事項の内容が相当でないと認めるときは、その旨及びその理由 

 六 第百十八条第三号に規定する事項が事業報告の内容となっているときは、当該事項

についての意見 

 七 監査報告を作成した日 

２ （略） 

 

 

 

 

５．会計法（昭和二十二年法律第三十五号 抄） 

 

第四十一条 出納官吏が、その保管に係る現金を亡失した場合において、善良な管理者の

注意を怠つたときは、弁償の責を免れることができない。 

② （略） 

 

第四十四条 分任出納官吏、出納官吏代理及び出納員は、その行為については、自らその

責に任ずる。 

 

第四十五条 出納官吏に関する規定は、出納員について、これを準用する。 

 

第四十八条 国は、政令の定めるところにより、その歳入、歳出、歳入歳出外現金、支出

負担行為、支出負担行為の確認又は認証、契約（支出負担行為に該当するものを除く。

以下同じ。）、繰越しの手続及び繰越明許費に係る翌年度にわたる債務の負担の手続に関

する事務を、都道府県の知事又は知事の指定する職員が行うこととすることができる。 

② 前項の規定により都道府県が行う歳入、歳出、歳入歳出外現金、支出負担行為、支出

負担行為の確認又は認証、契約、繰越しの手続及び繰越明許費に係る翌年度にわたる債

務の負担の手続に関する事務については、この法律及びその他の会計に関する法令中、

当該事務の取扱に関する規定を準用する。 

③ （略） 

 

 

 

 

- 10 - 
 



 

 

６．物品管理法（昭和三十一年法律第百十三号 抄） 

 

（物品管理職員等の責任） 

第三十一条 次に掲げる職員（以下「物品管理職員」という。）は、故意又は重大な過失に

より、この法律の規定に違反して物品の取得、所属分類の決定、分類換、管理換、出納

命令、出納、保管、供用、不用の決定若しくは処分（以下「物品の管理行為」という。）

をしたこと又はこの法律の規定に従つた物品の管理行為をしなかつたことにより、物品

を亡失し、又は損傷し、その他国に損害を与えたときは、弁償の責に任じなければなら

ない。 

一 物品管理官 

二 物品出納官 

三 物品供用官 

四 第十条の二第一項の規定により前三号に掲げる者の事務を代理する職員 

五 第十条の二第二項の規定により第一号に掲げる者（その者の事務を代理する前号の

職員を含む。）の事務の一部を処理する職員 

六 第十一条の規定により前各号に掲げる者の事務を行う都道府県の知事又は知事の指

定する職員 

七 前各号に掲げる者の補助者 

２ 物品を使用する職員は、故意又は重大な過失によりその使用に係る物品を亡失し、又

は損傷したときは、その損害を弁償する責めに任じなければならない。 

３ （略） 

 

 

 

 

７．予算執行職員等の責任に関する法律（昭和二十五年法律第百七十二号 抄） 

 

（定義） 

第二条 この法律において「予算執行職員」とは、次に掲げる職員をいう。 

一 会計法（昭和二十二年法律第三十五号）第十三条第三項に規定する支出負担行為担

当官 

二 会計法第十三条の三第四項に規定する支出負担行為認証官 

三 会計法第二十四条第四項に規定する支出官 

四 会計法第十七条の規定により資金の交付を受ける職員 

五 会計法第二十条の規定に基き繰替使用をさせることを命ずる職員 

六 会計法第二十九条の二第三項に規定する契約担当官 

七 前各号に掲げる者の分任官 

八 前各号に掲げる者の代理官 
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九 会計法第四十六条の三第二項の規定により第一号から第三号まで又は前三号に掲げ

る者の事務の一部を処理する職員 

十 会計法第二十九条の十一第四項の規定に基づき契約に係る監督又は検査を行なうこ

とを命ぜられた職員 

十一 会計法第四十八条の規定により前各号に掲げる者の事務を行う都道府県の知事又

は知事の指定する職員 

十二 前各号に掲げる者から、政令で定めるところにより、補助者としてその事務の一

部を処理することを命ぜられた職員 

２ この法律において「法令」とは、財政法（昭和二十二年法律第三十四号）、会計法その

他国の経理に関する事務を処理するための法律及び命令をいう。 

３ この法律において「支出等の行為」とは、国の債務負担の原因となる契約その他の行

為、支出負担行為の確認又は認証（会計法第十三条の二の規定による支出負担行為の確

認及び同法第十三条の四の規定による支出負担行為の認証をいう。）、支出、支払、会計

法第二十条の規定に基く繰替使用をさせることの命令及び同法第二十九条の契約並びに

小切手、小切手帳及び印鑑の保管、帳簿の記帳、報告等国の予算の執行に関連して行わ

れるべき行為（会計法第四十一条第一項の規定による弁償責任の対象となる行為を除く。）

をいう。 

 

（予算執行職員の義務及び責任） 

第三条 予算執行職員は、法令に準拠し、且つ、予算で定めるところに従い、それぞれの

職分に応じ、支出等の行為をしなければならない。 

２ 予算執行職員は、故意又は重大な過失に因り前項の規定に違反して支出等の行為をし

たことにより国に損害を与えたときは、弁償の責に任じなければならない。 

３ 前項の場合において、その損害が二人以上の予算執行職員が前項の支出等の行為をし

たことにより生じたものであるときは、当該予算執行職員は、それぞれの職分に応じ、

且つ、当該行為が当該損害の発生に寄与した程度に応じて弁償の責に任ずるものとする。 

 

（弁償責任の検定、弁償命令及び通知義務） 

第四条 会計検査院は、予算執行職員が故意又は重大な過失に因り前条第一項の規定に違

反して支出等の行為をしたことにより国に損害を与えたと認めるときは、その事実があ

るかどうかを審理し、弁償責任の有無及び弁償額を検定する。但し、その事実の発生し

た日から三年を経過したときは、この限りでない。 

２ 会計検査院が弁償責任があると検定したときは、予算執行職員の任命権者（国家公務

員法（昭和二十二年法律第百二十号）第五十五条第一項に規定する任命権者をいい、当

該予算執行職員が都道府県の職員である場合にあつては、都道府県知事とする。以下同

じ。）は、その検定に従つて、弁償を命じなければならない。 

３ 各省各庁の長（財政法第二十条第二項に規定する各省各庁の長をいう。以下同じ。）は、

予算執行職員が故意又は重大な過失に因り前条第一項の規定に違反して支出等の行為を

したことにより国に損害を与えたと認めるときは、会計検査院の検定前においても、そ

の予算執行職員に対して弁償を命ずることができる。 
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４ 各省各庁の長は、予算執行職員が前条第一項の規定に違反して支出等の行為をした事

実があると認めるときは、遅滞なく、財務大臣及び会計検査院に通知しなければならな

い。 

５ 第三項の場合において、各省各庁の長は、会計検査院が予算執行職員に対し弁償の責

がないと検定したときは、その既納に係る弁償金を直ちに還付しなければならない。 

６ 前項の規定により還付する弁償金には、当該弁償金納付のときから還付のときまでの

期間に応じ、当該金額に対し財務大臣が納付のときから還付のときまでの期間における

銀行の一般貸付利率を勘案して決定する率を乗じて計算した額に相当する金額を加算し

なければならない。 

 

（弁償責任の減免） 

第七条 第四条第一項本文（第五条第五項において準用する場合を含む。）の規定による弁

償責任は、国会の議決に基かなければ減免されない。 

 

 

 

 

８．国家賠償法（昭和二十二年法律第百二十五号 抄） 

 

第一条 国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意

又は過失によつて違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償す

る責に任ずる。 

② 前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があつたときは、国又は公共団体

は、その公務員に対して求償権を有する。 

 

 

 

 

９．国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号 抄） 

 

（行政機関の長） 

第五条 各省の長は、それぞれ各省大臣とし、内閣法（昭和二十二年法律第五号）にいう

主任の大臣として、それぞれ行政事務を分担管理する。 

２ （略） 

 

（行政機関の長の権限） 

第十条 各省大臣、各委員会の委員長及び各庁の長官は、その機関の事務を統括し、職員

の服務について、これを統督する。 
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１０．民事訴訟法（平成八年六月二十六日法律第百九号 抄） 

 

(訴えの取下げの効果) 

第二百六十二条 訴訟は、訴えの取下げがあった部分については、初めから係属していな

かったものとみなす。 

２ 本案について終局判決があった後に訴えを取り下げた者は、同一の訴えを提起するこ

とができない。 

 

(和解調書等の効力) 

第二百六十七条 和解又は請求の放棄若しくは認諾を調書に記載したときは、その記載は、

確定判決と同一の効力を有する。 
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